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１ 調達案件の概要 

（１）調達件名 

外 国 エ ア ラ イ ン 等 に よ る ETIAS(European Travel Information and 

Authorization)の周知広報方針に係る調査研究と Visit Japan Webの利用促進の協

力依頼 

 

（２）調達の背景・目的 

2018 年 7 月、欧州議会は ETIAS（ European Travel Information and 

Authorization） の導入法案を可決した。この ETIAS は、欧州（30 か国）域外か

ら査証免除で域内国に入国する旅客（180 日間のうち 90 日以内の滞在を目的とす

る短期滞在の旅客）に対する事前承認制度である。 

当初、2021年の運用開始が想定されていたが、コロナ禍の影響で延期され、2025

年中の施行が予定されている。他方、現状（2024 年 10 月 31 日時点）、具体的な

施行日はいまだ示されておらず、EITAS に関する web サイトは存在するものの、

制度内容が説明されているだけであり、具体的な申請方法等は不明である。その

ため、欧州を拠点とするエアラインや政府観光当局であってもその周知広報を行

っていない。 

そもそもこの ETIAS は、査証免除で欧州域内国に入国することができる旅客に

対する新たな入国手続であり、旅客に与えるインパクトが大きいものとなる。し

たがって、その周知広報が不十分であると旅客に大混乱を招きかねない。したが

って、各国当局のみならず、旅客とのフロントに立つエアラインもその周知広報

を積極的に行う必要がある。 

本調達において、外国エアライン（主に欧州に拠点を置くエアライン）による

EITAS の周知広報に係る具体的な方針等について、ヒアリング等を通じ把握する

とともに、簡潔に整理し、日本の Visit Japan Web の周知広報等に活かしていく

こととする。また、ヒアリングの際、日本の Visit Japan Web の認知度合いやそ

の周知広報への協力状況も適宜聴取し、その利用促進の協力依頼も行うこととす

る。 

  

（導入予定の 30 か国） 

    オーストリア、ベルギー、ブルガリア、クロアチア、キプロス、チェコ、     

デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、  

    ハンガリー、アイスランド、イタリア、ラトビア、リヒテンシュタイン、  

リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、

 ポルトガル、ルーマニア、スロバキア、スロベニア、スペイン、スウェーデン、   

スイス 
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（３）調達の範囲 

本調達の受注者（以下「受注者」という）は「外国エアライン等による

ETIAS(European Travel Information and Authorization)の周知広報方針に係る調

査研究と Visit Japan Web の利用促進の協力依頼」を行う。 

 

（４）契約期間 

契約締結日から令和 7 年 3 月 31 日までとする。 

 

（５）業務体制と役割 

受注者は、本業務を確実に遂行するため必要な体制を構築すること。その際、プ

ロジェクト管理者を 1 名置くこととし、その者は ETIAS 導入予定国の居住者であ

ること。その上で、前述のプロジェクト管理者は、日本の Visit Japan Web の利

用実績を有し、各国のデジタル化された CIQ 業務に一定の知見と利用者としての

一定の経験を有していること。 

さらに、本業務の円滑な遂行には、日本語能力がネイティブレベルであるだけで

なく、英語などの外国語のスキルが不可欠である。したがって、前述のプロジェ

クト管理者は英語以外の少なくとも 1 つ以上の外国語（ETIAS 導入予定国の公用

語に限る）で正確なコミュニケーションを行えることを要件とする。 

 

（６）全体スケジュール 

本調達の業務に係る実施スケジュール案は以下のとおり。 

ア 調査・ヒアリングに係る業務スケジュール案の策定（2025 年 1 月下旬まで） 

イ 調査業務・ヒアリング業務（2025 年 3 月中旬まで） 

ウ 最終報告会の実施会及び資料等の提出（2025 年 3 月 26日） 

 

２ 業務内容 

受注者は、以下の業務を行うこと。 

（１）調査・協力依頼対象の選定 

調査対象は、外国エアライン（３社以上）及び ETIAS 導入予定国の政府観光当局とす

る（以下、「調査対象となるエアライン等」という）。調査対象となるエアライン等の選定

は、デジタル庁担当者の指示に従うこと。 

 

（２）ヒアリング業務に係るスケジュール案の策定 

受注者は、調査対象となるエアライン等に対するヒアリング業務のスケジュー

ル案（以下、調査等スケジュール案という）を作成し、前述 1（６）に示した全体
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スケジュールを遵守し、デジタル庁担当者が指定するメールアドレスへ提出する

こと。 

調査等スケジュール案の作成に際しては、可能な限りデジタル庁担当者がヒア

リングに参加できるよう、デジタル庁担当者に相談するとともに、必要な指示を

受けそれを最大限尊重したものとすること。 

 

（３）ヒアリング実施のための事前調整 

受注者は、調査対象となるエアライン等に対しヒアリングを実施できるよう、先

方と日時、場所、ヒアリングの方式（対面・オンライン）等の調整を行う。 

 

（４）ヒアリング業務（聴取） 

受注者は、調査対象となるエアライン等に対するヒアリングの際、以下の内容を

聴取すること。なお、ヒアリングは、調査対象となるエアライン等の然るべき役

員・社員等に対し行うこととし、ヒアリング相手については、デジタル庁担当者

の事前の了承を得ること。 

 

① ETIAS の周知広報に係る具体的な方法等（とりわけ、自社の旅客に対するデ

ジタルツールを活用した周知広報の方法について、その狙いや期待する効果

等も含め重点的に聴取すること） 

② 調査対象となるエアライン等における Visit Japan Webに係る利用促進の取

り組み状況等 

 

（５）ヒアリング業務（協力依頼） 

受注者は、ヒアリングの際、Visit Japan Webの利用促進の協力依頼も行うこと。 

   

（６）報告の作成業務 

受注者は、前述（４）及び（５）のヒアリング業務を行った結果について、ヒア

リングごとに報告を作成すること。その報告においては、「ETIAS の周知広報に係

る具体的な方法等」、「Visit Japan Web に係る利用促進の取り組み状況等」及び

「Visit Japan Web の利用促進の協力依頼」を明確に区分して作成すること。 

その上で、それら報告の結果をとりまとめた簡潔な報告書（後述３（１）に示す

「成果物」）を作成し、前述１（６）に示したスケジュールに従って、デジタル庁

担当者に提出すること。 

 

３ 成果物 

（１）成果物 
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受注者は、前述２（６）に示した報告書を成果物とし、前述１（６）に示した納

品期日までに納品すること。 

 

（２）納入方法 

 言語 

成果物は、原則、和文で作成することとなるが、デジタル庁担当者の指示に

基づき、英語で作成する場合があることに留意。 

 表記 

用字・用語・記述符号の表記については、「公用文作成の要領（昭和 27 年 4

月 4 日内閣閣甲第 16 号内閣官房長官依命通知）」を参考にすること。 

 情報処理に関する用語 

情報処理に関する用語の表記については、日本産業規格（JIS）の規定を参

考にすること。 

 部数 

成果物は電磁的記録媒体により作成し、デジタル庁担当者から別途指示が

ある場合を除き、原則電磁的記録媒体１部を納品すること。 

 電磁媒体の形式 

電磁的記録媒体による納品について、Microsoft Officeで作成すること。 

 元データ 

納品後、デジタル庁担当者により改変が可能となるよう、図表等の元データ

も併せて納品すること。 

 情報セキュリティの確保 

成果物が不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりすること

のないよう、安全な納品方法を提案するなど、成果物の情報セキュリティの

確保に留意すること。 

 

（３）納入場所 

受注者は、後述９で示しているとおり、デジタル庁担当者が指定するメールアド

レスに電子メールで成果物を納品する。 

 

（４）納入検査 

 検収確認 

受注者は、成果物について、納品期日までにデジタル庁担当者に対し内容を

説明し、その検収を受けること。 

 不合格の場合の対応 

検収の結果、成果物等に不備又は誤り等が見つかった場合には、直ちに必要
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な修正、改修、交換等を行い、変更点についてデジタル庁担当者に対し説明

を行った上で、指定された日時までに再度納品すること。 

また、本業務における成果物の原著作権及び二次的著作物の著作権（著作権

法第 21 条から第 28 条に定める全ての権利を含む。）は、受注者が本調達の実

施の従前から権利を保有していた等の明確な理由によりあらかじめ権利譲渡

不可能と示されたもの以外は、全てデジタル庁に譲渡するものとする。 

 権利譲渡のタイミング 

成果物に関する権利（著作権法第 21 条から第 28 条に定める全ての権利を

含む。）の取り扱いは契約書の記載のとおりとする。 

 著作者人格権 

受注者はデジタル庁に対し、一切の著作者人格権を行使しないものとし、ま

た、第三者をして行使させないものとする。 

 デザイン等における他者権利の侵害 

受注者は、使用する画像、デザイン、表現等に関し、他者の著作権を侵害す

る行為を行わないこと。 

 著作物の複製・改変 

デジタル庁は、受注者に著作権が留保された著作物について、自己利用する

ために必要な範囲で、複製、翻訳または改変できるものとし、受注者は、そ

の利用について著作者人格権を行使しないものとする。なお、これらの許諾

の対価は、契約価格に含めるものとする。 

 

（５）検査職員等 

受注者は、デジタル庁が指定する者からの検査要求に対して、必要と認められる

合理的な範囲で検査に応じること。 

  ア 検査職員（人事異動等の場合は後任者等による） 

デジタル庁 国民向けサービスグループ企画官 加藤 博之 

イ 監督職員（人事異動等の場合は後任者等による） 

デジタル庁 国民向けサービスグループ参事官補佐 中島 正樹 

 

４ 受注実績等 

本調達における要件は以下の通りとする。入札に際し、必要に応じその根拠を明確

に示し、デジタル庁担当者の理解を得ること。 

（１）応札者は、ETIAS 導入予定の国に事業所を有すること（同事務所に本業務のプ

ロジェクト専用スペースを可能な限り確保すること）。その上で、同事業所を 

活動拠点とする ETIAS導入予定国の居住者 1 名を本業務のプロジェクト管理 

者として任命すること 
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（２）応札者は、プロジェクト管理者の語学スキルを証明する書類等について、デジ

タル庁担当者の求めに応じ提示することができること 

（３）応札者は、プロジェクト管理者の Visit Japan Webの利用実績について、デジ

タル庁担当者の求めに応じ提示することができること 

（４）応札者は、前述２の業務を確実に行うことができるよう、調査対象となるエア

ライン等の役員・社員との間で信頼できる人的ネットワークを有していること 

（５）応札者は、Peppol Participant ID を有しており、デジタル庁担当者の求めに

応じ、その請求を Peppol e-invoice で行うことができる状況にあること 

（６）応札者は、「デジタル庁における入札制限等に関する規程」に基づく入札制限

対象企業の指定を受けていない者（入札制限の適用を除外された者を含む。）で

あること 

※URL 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_res

ources/c5d7192e-22e0-4810-8afd-

ce83c50af6a4/20220309_policies_procurement_doc_01_1.pdf 

 

５ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年

者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている

者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）公告日において令和 04・05・06 年度一般競争参加資格（全省庁統一資格）「Ａ」、

「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付けされた者であること。 

 

６ 再委託に関する事項 

（１）再委託の制限及び再委託を認める場合の条件 

ア 受注者は、業務を一括して又は主たる部分を再委託してはならない。 

イ 受注者における遂行責任者を再委託先事業者の社員や契約社員とすること

はできない。 

ウ 受注者は再委託先の行為について一切の責任を負うものとする。 

エ 再委託先における情報セキュリティの確保については受注者の責任とする。 

オ 再委託を行う場合、再委託先が「入札制限」に示す要件を満たすこと。 

 

（２）承認手続 

ア 本業務の実施の一部を合理的な理由及び必要性により再委託する場合には、

あらかじめ再委託の相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務

の範囲、再委託の必要性及び契約金額等について記載した再委託承認申請書を

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c5d7192e-22e0-4810-8afd-ce83c50af6a4/20220309_policies_procurement_doc_01_1.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c5d7192e-22e0-4810-8afd-ce83c50af6a4/20220309_policies_procurement_doc_01_1.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c5d7192e-22e0-4810-8afd-ce83c50af6a4/20220309_policies_procurement_doc_01_1.pdf
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デジタル庁に提出し、あらかじめ承認を受けること（提出方法等は、「９.本仕

様書の内容に関する問い合わせ先」に確認すること）。 

イ 前項による再委託の相手方の変更等を行う必要が生じた場合も、前項と同様

に再委託に関する書面をデジタル庁に提出し、承認を受けること。 

 

（３）再委託先の契約違反等 

ア 再委託先において、本仕様書の遵守事項に定める事項に関する義務違反又は

義務を怠った場合には、受注者が一切の責任を負うとともに、デジタル庁は、

当該再委託先への再委託の中止を請求することができる。 

イ 本業務を実施するに当たって、業務上知り得た情報の開示、漏洩、又は本業

務以外の用途に使用しないこと。また、そのために必要な措置を講ずること。

関係者等に対しメールによる連絡をする場合にあっては、他の受信者のメール

アドレスが閲覧できないよう BCC 機能により送信するなど、個人情報等（他の

受信者の個人情報以外の情報を含む。）の流出防止に万全を期すこと。 

 

７ 秘密保持に関して 

（１）受注者は、本業務の遂行に当たり、業務上知り得た情報を本業務の目的以外に

使用又は第三者に開示若しくは漏えいしてはならず、そのために必要な措置を講

ずる。 

（２）受注者の責任に起因する情報の漏えい等によって損害が発生した場合は、それ

に伴う弁済等の措置を全て受注者が負担する。 

（３）本項目について、受注者は、本契約の終了後においても同様とする。 

 

８ その他 

（１）本業務の実施に当たっては、仕様書及び提案書に記載されている内容を遵守し、

変更する場合はデジタル庁の確認を得ること。  

（２）本業務の実施に当たって、有識者等への謝金・旅費を支払う必要が生じた場合

は、受注者が支払うこと。 

（３）本業務の実施に当たっては、監督職員及び監督職員の指定する者の指示に従う

こと。 

（４）受注者は、本仕様書の内容及び解釈等に疑義が生じた場合、その他必要がある

場合は、事前にデジタル庁と協議し決定・解決すること。この場合、当該協議に

関する議事録を作成しデジタル庁の確認を受けること。 

（５）本業務において、受注者が使用する事務用品(事務用機器、用紙及び文房具等)

については、受注者側で用意すること。 

（６）本業務を実施するにあたって、業務上知り得た情報の開示、漏洩、又は本業務
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以外の用途に使用しないこと。また、そのために必要な措置を講ずること。関係

者等に対しメールによる連絡をする場合にあっては、他の受信者のメールアドレ

スが閲覧できないよう BCC 機能により送信するなど、個人情報等（他の受信者

の個人情報以外の情報を含む)の流出防止に万全を期すこと。 

（７）本業務の履行に当たっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（平成 25 年法律第 65 号）第９条第１項に基づく「デジタル庁における障害を理

由とする差別の解消の推進に関する対応要領」（令和３年９月１日デジタル庁訓

令第 27 号）第３条に規定する合理的配慮について留意すること。 

※URL 

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/pdf/ty_ruby_digital.pdf 

（８）デジタル庁及び受注者は、本仕様書に定めの無い事項で本業務の遂行上必要な

業務等がある場合には、協議のうえ、デジタル庁の指示(書面(電子メールを含

む))に従うこと。なお、口頭で指示した場合は、当該指示内容を記載した書面を

速やかに交付する。 

（９）前記の場合における指示事項は、本仕様書の記載事項とみなす。この場合にお

いて新たに経費が発生する場合は、デジタル庁と受注者の間で協議のうえ、決定

する。 

（１０）グリーン購入法に定める特定調達品目については、以下 URL に掲載される 

令和５年２月「グリーン購入の調達者の手引き」による各特定調達品目の「判断

の基準」を満たすこと。 

※URL 

 https://www.env.go.jp/content/000113502.pdf 
 

９ 本仕様書の内容に関する問い合わせ先 

〒102-0094東京都千代田区紀尾井町１番３号 

東京ガーデンテラス紀尾井町 19 階 

デジタル庁国民向けサービスグループ 企画官 加藤 博之 

 HirKato＠digital.go.jp 
03-6872-6386 

 

https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/pdf/ty_ruby_digital.pdf
https://www.env.go.jp/content/000113502.pdf
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